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1,200t，最大加速度 9m/s2，最大速度 2m/s，最大変位 1m の能力を有し，三次元加振が可
能な世界最大級の震動台である． 


















本論全体は 6 章で構成される． 
第 1 章では序論として研究の背景・目的・全体の構成について述べる． 
第 2 章では実大 5 層鋼構造制振建物の振動台実験について，試験体の設計，計測方法，
入力地震動，実験結果について述べ，実験内容の概要を述べる． 
第 3 章では実大 5 層鋼構造制振建物の振動台実験で得られた結果に対し，システム同定
手法を用いて，構造体の固有振動数，減衰定数，モード形状の 3 つの建築鋼構造体の振動














第 6 章では，各章で得られた知見をまとめる． 
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このような背景から，制振装置の実大建物レベルでの性能を検証するため，2009 年 2 月
～4 月に（独）防災科学技術研究所の実大 3 次元震動破壊実験施設（E－ディフェンス）に
おいて，実大 5 層制振鋼構造建物の振動台実験を実施した．試験体は，図 2.1 に示すよう
に，事務所ビルを想定した実大の 5 層鋼構造骨組である．この鋼構造骨組に，図 2.2 に示
す国内で普及している 4 種類のブレース型ダンパーを，1 階から 4 階にそれぞれ X 方向 2
10 
振動台座標系 






























































るため FB ランク以上とした．柱及び梁の断面は，表 2.1，2.2 に示す通り，柱は□







和が期待できるため，水平ハンチを設けていない．床スラブは 1 階には設けず，2～5 階























ては，外装材として ALC パネルとアルミカーテンウォールを 1，2 階の制振構面以外の
建物外周部に配置し，ALC 版は縦壁ロッキング構法，ACW はマリオン（方立）工法によ
り設置した．内装材は 2～5 階に軽量鉄骨下地の間仕切壁，鋼製ドア（SD）を設置し，非 
 





端部 中央 端部 中央 端部 中央 端部 中央 
R 階 9, 12 9, 12 9, 12 9, 16 9, 12 9, 12 9, 12 9, 12 9, 12 9, 12 
5 階 9, 16 9, 16 9, 12 9, 16 9, 12 9, 16 9, 16 9, 12 9, 16 9, 12 
4 階 12, 19 12, 19 9, 16 12, 19 9, 16 9, 16 12, 19 9, 16 12, 19 9, 16 
3 階 12, 22 12, 19 9, 16 12, 19 9, 16 12, 19 12, 19 9, 16 12, 19 9, 16 
2 階 12, 22 12, 19 9, 16 12, 19 9, 16 12, 22 12, 19 9, 16 12, 19 9, 16 
 
表 2.2 柱(□-350×350) 表 2.3 鋼材の降伏応力，破断応力(上段  表 2.4 コンクリー 
の板厚，単位(mm)    ：実測値，下段：公称値)        ―ト圧縮強度 
 
 


















階 C1 C2 C3 
R 階 12 12 12 
5 階 12 12 12 
4 階 16 16 19 
3 階 16 19 19 





R 階 43.4 
5 階 46.8 
4 階 43.4 
3 階 46.8 












置の調整を行った．表 2.5 に内外装の仕様と重量を，表 2.6 にダンパー重量を除く，試験体
重量を示す． 






































PH 32  184   35   4  35  26  284  
RF 1134  778  19  96  82  17  93  86  1171  
5F 111  436  38   99  27  100  100  799  
4F 111  436  38   99 27  100  117  817  
3F 111  436  38   99 27  100  123  822  
2F 111  436  38   99 29  109  131  841  




2.2.4 実験で採用した 4種ダンパーの仕様 
本節では，試験体に採用した 4 種ダンパーの仕様について述べる．ダンパーの容量は，
14 
鷹取波 100%に対し，目標性能である層間変形角 1/100rad を満足するように設定した．こ
こで，1 階～4 階に同サイズのダンパーを X，Y 両方向に 2 構面ずつ設置した場合，ダンパ
ー容量が最大でも 700kN～1000kN とそれほど大きくならない．そこで，一方向のみを 1
構面とし，できるだけ容量の大きなダンパーの実験を実施できるようにした．また，建物
の捩れ変形を抑制するために，短辺方向である X 方向を 2 構面とし，長辺方向である Y 方
向を 1 構面とした． 製品規格がないため選択できなかった 1 階 Y 方向のオイルダンパー
の容量を X 方向の 1.5 倍で設定したことを除き，各層 Y 方向のダンパー容量は X 方向のほ




鋼材ダンパーの仕様を表 2.7 に示す．塑性部には LY225 を採用し，完全弾塑性と仮定し
た．降伏応力y は 22.5 kN/cm
2，降伏歪y は 0.00109 とした．弾性部の断面積は，塑性部
の 2.7 倍とした． 
 


















4 X 2 面 140 290 317 14.1 38.1 PL-16x88 
3 X 2 面 140 290 317 14.1 38.1 PL-16x88 
2 X 2 面 140 275 495 22.0 59.4 PL-19x116 
1 X 2 面 140 360 495 22.0 59.4 PL-19x116 
4 Y 1 面 140 280 630 28.0 75.6 PL-22x127 
3 Y 1 面 140 260 630 28.0 75.6 PL-22x127 
2 Y 1 面 170 245 990 44.0 118.8 PL-22x200 




























図 2.4 ブレース型鋼材ダンパー (a)立面図，(b)平面図，(c)解析モデル 
 
(b) 粘性ダンパーの仕様 
粘性ダンパーの仕様を表 2.8 に示す．図 2.2 に示すようにダンパー軸力は，ダンパー軸変
形速度に比例する．本実験に用いた粘性ダンパーに対する単体実験結果から速度の指数乗
























4 X 2 面 118 330 380 117 3886 599 
3 X 2 面 118 330 380 117 3886 599 
2 X 2 面 236 660 380 117 3886 1038 
1 X 2 面 236 660 430 117 3465 1005 
4 Y 1 面 236 660 380 117 3886 1038 
3 Y 1 面 236 660 380 117 3886 1038 
2 Y 1 面 471 1318 360 142 4894 1791 
1 Y 1 面 471 1318 410 142 4349 1713 


















































4 X 2 面 31.3 250 390 48 1641 573 
3 X 2 面 62.5 500 365 63 2246 851 
2 X 2 面 62.5 500 365 63 2246 851 
1 X 2 面 125 1000 400 96 3101 1455 
4 Y 1 面 62.5 500 365 63 2246 851 
3 Y 1 面 125 1000 350 96 3512 1539 
2 Y 1 面 125 1000 350 96 3512 1539 
1 Y 1 面 187.5 1500 380 167 5371 2422 
注）ダンパー力は，速度 30cm/s のときの値． 
 









31.3 2.1 880 6.4 
62.5 4.2 1370 6.4 
125 8.5 2740 6.4 























































4 X 2 面 80 0.8 9000 340 (400) 110 5881 
3 X 2 面 80 0.8 9000 340 (400) 110 5881 
2 X 2 面 80 0.8 13000 340 (400) 110 5881 
1 X 2 面 80 0.9 13000 390 (450) 110 5205 
4 Y 1 面 80 0.8 18000 340 (400) 156 7939 
3 Y 1 面 80 0.8 18000 340 (400) 156 7939 
2 Y 1 面 100 0.8 26000 320 (380) 195 10049 

















図 2.7 ブレース型粘弾性ダンパー (a)立面図，(b)平面図，(c)解析モデル 



















示す．非制振試験体の固有周期は，両方向で 0.74 秒，0.79 秒で，概ね 0.05H（H：建物高
さ 15.8m）と比較的柔らかい鋼構造骨組であった．また，これに鋼材ダンパーを設置した
場合は，それぞれ 0.53 秒，0.56 秒となり，概ね架構とダンパーの水平剛性の寄与はおよそ
1:1 であった． 
以下に，非制振試験体，制振試験体（鋼材ダンパー付き）それぞれに対し，一方向（X
方向，Y 方向），に Ai 分布による層せん断力を作用させた静的漸増解析を行い，建物耐力
についての検討結果を示す． 
 
表 2.12 非制振・制振試験体の水平剛性(kN/cm)および固有周期(s) 
 非制振 制振 (鋼材ダンパー付き) 
層 X 方向 Y 方向 X 方向 Y 方向 
5 776 703 945 848 
4 805 712 1472 1264 
3 929 820 1839 1606 
2 1004 878 2256 1992 
1 1055 943 2254 2309 


























































非制振試験体に関し，一方向加力した場合の各層の層せん断力－層間変形角を図 2.8 に 









本振動台実験では，入力地震波として，1995 年兵庫県南部地震において JR 鷹取駅付近
で観測された地震動（鷹取波）を用いた．鷹取波は，実験実施時において最大の地動速度
を持つ観測記録であることから選定した．地震動の入力方向は，振動台の XY 座標系に対
し，図 2.9 に示すように鷹取波の北方向を 135°東に回転した方向（N135E 成分）を X 方
向の正，鷹取波の北方向を 45°東に回転した方向（N045E 成分）を Y 方向の正，鷹取波
の鉛直上方向を震動台鉛直上方向とした．水平軸回転の主な理由は，X・Y 方向に同様な
層間変形をほぼ同時に生じさせ，各ダンパーの構面内・構面外変形への追従性を確認する
ためである．また，図 2.10 には実際観測された鷹取波の N000E(NS), N090E(EW)成分の波
形合成より得られた N135E 成分，N045E 成分の加速時刻歴波形を示す．さらに，図 2.11
にはそれらの応答スペクトルを示す． 
非制振試験体と 4 種それぞれのダンパー付き試験体に対して，鷹取波 N135E 成分を X
方向に，N045E 成分を Y 方向に原波の大きさ（100%）で入力した地震応答解析を行った．
図 2.12～2.16 に，その結果を示す．非制振における最大層間変形角は，Y 方向 2 層では
1/80rad 程度であったが，X 方向 2 層で約 1/30rad と非常に応答変形が大きい．それに対し，
4 種の制振全てにおいては，各層で設計クライテリアである架構の弾性限界 1/100rad の変
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図 2.12 非制振試験体の鷹取波 100%入力時の地震応答解析結果 (a)最大層間変形角，(b)
最大層せん断力，(c)最大絶対応答加速度 
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オイル・粘弾性ダンパー付き試験体，非制振試験体の 5 種試験体につき加振日を各 2 日間
設定し，それらの本加振に先立ち鋼材ダンパー付試験体を対象に計測確認作業を兼ねた予
備加振日を 1 日設け，計 11 日間の加振実験計画とした． 
本振動台実験では，試験体 X・Y 方向それぞれに正弦波加速度 3 サイクルを入力するス




用いたスィープ加振，定常加振，自由振動実験から得た建物 X, Y 方向の 1 次，2 次固有
振動数を加振振動数とした． 






加振スケジュールについては，ダンパー付き試験体ごとに 1 日目は鷹取波 15%，25%，
40%，50%，2 日目はステップ波，ホワイトノイズの後鷹取波 50%，70%，84%，100%を
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表 2.13～2.15 に，予備加振および鋼材・粘性・オイル・粘弾性ダンパー付試験体，非制
振試験体の 5 種試験体についての加振スケジュールの一覧を示す．表中の X1，Y1 は 1 次 
 
表 2.13 鋼材ダンパー付き試験体の加振スケジュール 




1, 2 ホワイトノイズ加振 X 方向 (150gal, 250sec)，Y 方向 (150gal, 250sec) 
3～5 6 軸同時ホワイトノイズ加振 (100gal, 40.96sec)×3 回 
6 
ステップ波加振 (X1,Y1,X21,Y21,X22,Y22,X23,Y23(30gal, 150sec)) 
X1:1.9Hz，X21:5.9Hz，X22:6.2Hz，X23:6.4Hz，Y1:1.8Hz，Y21:5.8Hz，
Y2:6.0Hz，Y3:6.2Hz 
7～9 JR 鷹取波 15%×0.7，0.94，0.994 (入力補償波作成加振, 40.96sec) 
10 JR 鷹取波 15% (入力補償波作成加振, 40.96sec) 
11 JR 鷹取波 40% (入力補償制御, 40.96sec) 
12, 13 ホワイトノイズ加振 X 方向 (150gal, 250sec) ，Y 方向 (150gal, 250sec) 




1 ステップ波加振 (X1,Y1,X2,Y2,X2,Y2,X2,Y2(60gal, 150sec)) 
2～4 6 軸同時ホワイトノイズ加振 (100gal, 40.96sec)×3 回 
5, 6 JR 鷹取波 50%，70% (入力補償波作成加振, 40.96sec) 
7 JR 鷹取波 100% (入力補償制御, 40.96sec) 
8, 9 ホワイトノイズ加振 X 方向 (150gal, 250sec) ，Y 方向 (150gal, 250sec) 
10 ステップ波加振 (X1,Y1,X2,Y2,X2,Y2,X2,Y2(60gal, 150sec) 
 
表 2.14 粘性・オイル･粘弾性ダンパー付き試験体の加振スケジュール 












2, 3 ホワイトノイズ加振 X 方向 (250gal, 250sec)，Y 方向 (250gal, 250sec) 
4～6 6 軸同時ホワイトノイズ加振 (100gal, 40.96sec)×3 回 
7～9 JR 鷹取波 15%，25%，40% (入力補償波作成加振, 40.96sec) 
10 JR 鷹取波 50% (入力補償制御, 40.96sec) 
11 ステップ波加振 (X1,Y1,X2,Y2,X2,Y2,X2,Y2(50gal, 150sec)) 




1 ステップ波加振 (X1,Y1,X2,Y2,X2,Y2,X2,Y2(100gal, 150sec)) 
2～4 6 軸同時ホワイトノイズ加振 (100gal, 40.96sec)×3 回 
5～7 JR 鷹取波 50%，70%，84% (入力補償波作成加振, 40.96sec) 
8 JR 鷹取波 100% (入力補償制御, 40.96sec) 
9 ステップ波加振 (X1,Y1,X2,Y2,X2,Y2,X2,Y2(100gal, 150sec)) 






表 2.15 非制振試験体の加振スケジュール 




1 ステップ波加振 (X1,Y1,X2,Y2,X2,Y2,X2,Y2(30gal, 150sec)) 
2, 3 ホワイトノイズ加振 X 方向 (100gal, 250sec)，Y 方向 (100gal, 250sec) 
4～6 6 軸同時ホワイトノイズ加振 (100gal, 40.96sec)×3 回 
7～10 JR 鷹取波 5%，20%，30%，40% (入力補償波作成加振, 40.96sec) 
11 ステップ波加振 (X1,Y1,X2,Y2,X2,Y2,X2,Y2(30gal, 150sec)) 




1 JR 鷹取波 50% (入力補償制御, 40.96sec) 
2 ステップ波弾性加振 (X1,Y1,X2,Y2,X2,Y2,X2,Y2(60gal, 150sec)) 
3～5 6 軸同時ホワイトノイズ加振 (100gal, 40.96sec)×3 回 
6 JR 鷹取波 50% (入力補償波作成加振, 40.96sec) 
7 JR 鷹取波 70% (入力補償制御, 40.96sec) 
8 ステップ波加振 (X1,Y1,X2,Y2,X2,Y2,X2,Y2(60gal, 150sec)) 











図 2.17 柱・梁のゲージ位置 (a)架構，(b)柱断面，(c)梁断面 
(a) (c) (b) 
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のゲージ位置は，図 2.17 に示す通り，柱では弾性に留まる 2 断面に対し，1 断面あたり歪
ゲージ 4 枚を添付した．梁では継手やガセットプレートの影響が極力小さく弾性に留まる
2 断面に対し，1 断面あたり歪ゲー5 枚を添付した． 
加速度計は，図 2.18 に示すように，震動台上面と 2～R 階床上の各階 4 箇所に設置した 








































ここで， 1u ～ 4u はそれぞれ 4 箇所の加速度計の計測値，その他の記号は図 2.18 に示された
距離を示す． 
層間変形は，図 2.18 に示すように各層で 2 台の計測架台の上部に固定した変位計で上
階小梁下フランジとの間で計測した．各計測架台で X, Y 各方向にレーザー変位計と磁歪
式変位計を設置し，各層計 8 台の変位計を設置した．各層における X, Y 方向の層間変形
は試験体図心位置の値と定義し，計測値を(2.2)式による図心位置並進変位から線形補間し
て算出した．  
Zyxcx duu 11   
(2.2a)
 










  (2.2c) 

















柱梁の端部に対する計測位置での相対回転角 (以下，部材回転角)は，図 2.19 に示すよう
にバネ式およびワイヤー式変位計により計測した 2.5)．対象は 1 層の柱と 2 階床梁とし，































ここで，RXは柱の X 方向回転角，RYは柱の Y 方向回転角，W1，W2，W3は図 2.19(c)に示
す位置の変位計の計測値，X，lx，lyは図 2.19(c)に示す距離である． 
 
表 2.16 制振試験体の計測点数一覧 






梁歪 480 基礎回転・水平変位 12 
ダンパー歪 48～96 ダンパー変位 48～72 
アンカーボルト歪 8 ダンパー面外変位 12 
スラブ鉄筋歪 84 階段変位 8 
コンクリート歪 12 ALC 面内・面外変位 11 
ALC 支持アングル 36 ALC 板相対変形 6 
加速度 
震動台上加速度 12 ACW 面内・面外変位 5 
各階床上加速度 60 間仕切り壁面内変位 8 
計測架台加速度 4～10 扉のせん断変形 2 
ALC 加速度 12 同期 発信器 10 
合計計測 Ch 数 1284～1345 







表 2.17 非制振試験体の計測点数一覧 






梁歪 480 基礎回転・水平変位 12 
アンカーボルト歪 8 柱・梁の部材回転角 46 
接合部パネル歪 12 天井・天井と壁の変位 11 
スラブ鉄筋歪 84 階段変位 8 
コンクリート歪 12 ガセット間の相対変位 60 
ALC 支持アングル 36 ALC 面内・面外変位 11 
加速度 
震動台上加速度 12 ALC 板相対変形 6 
各階床上加速度 60 ACW 面内・面外変位 5 
計測架台加速度 10 間仕切り壁面内変位 8 





天井吊りボルト力 49 スプリンクラー関連 36 
同期 発信器 10 合計計測 Ch 数 1454 
注）表中，Ch 数は計測点数，ACW はアルミカーテンウォールを示す． 
 
パネルゾーンせん断歪は，2, 3 階 X3 構面の一部のパネルゾーンの中心に 3 軸歪ゲージ
を添付して計測した．その他，2 階の X2 通り，Y1 通りの大梁上スラブの表面や鉄筋の
歪ゲージ，非構造材に設置した変位計，加速度計，歪ゲージなどで，各変形・力を計測し
た．サンプリング周波数は鷹取波に対しては 1000Hz，ホワイトノイズ加振に対しては
500Hz を基本とし，実験結果の検討には 9 点移動平均処理を行い，100Hz 刻みで抽出した
データを使用した． 
得られたデータに対して移動平均フィルタを掛けてノイズ処理を行った．移動平均の点
数はサンプリング周波数が 1000Hz のものは 9 点，500Hz のものは 5 点とした．なお，サ
ンプリング周波数が 200Hz の計測データには移動平均フィルタを掛けていない．その後，
サンプリング周波数が 1000Hz 未満のものは線形補間によって 1000Hz とし，各計測系統間







べる．図 2.20～2.23 は，4 種ダンパー付き試験体および非制振試験体の各鷹取波加振にお
ける実験結果のうち，震動台に対する相対変位，層間変形角，絶対加速度，層せん断力の
最大値の分布をそれぞれ示したものである．図 2.20～2.22 に示す震動台に対する相対変位，  
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非制振試験体では最大の入力となった鷹取波 70%加振では最大 1/90rad 程度であり，同じ
入力レベルでのダンパー付き試験体に比べて層間変形角は約 2 倍程度であった．また，試
験体架構の損傷も制振時比べ顕著なものであった． 
 起振機による最大層間変形角は 1/10000，最大応答加速度は 40gal であり，ホワイトノイ




以下に，4 種ダンパーの加振時の挙動について示す．図 2.24 に，ダンパーの配置と名称
を示す．図 2.25 には，実験結果の一例として 4 種ダンパー付き試験体それぞれについて，
















(b)の粘性ダンパーでは，ダンパー力 Fd は粘性ダンパーのブレースに設置した 4 枚の歪











(c)のオイルダンパーでは，ダンパー力 Fdはオイルダンパーのブレースに設置した 4 枚の












(d)の粘弾性ダンパーでは，ダンパー力 Fd は粘弾性ダンパーのブレース部に設置した 6






















2.26 は鷹取波 50%，100%振における 4 種ダンパー付き試験体及び非制振試験体の 1 層での
層せん断力 Qsと層間変形 uの関係を示す（なお，非制振試験体では安全性の観点から鷹取



























































































































































































15%加振 50%加振 100%加振 







































































































































50%加振(X) 100%加振(X) 50%加振(Y) 100%加振(Y) 
Qs(kN) 
u(mm) 


























































































































































ダンパーは 1318kN，オイルダンパーは 1500kN，粘弾性ダンパーは 1500kN 程度であっ
た．非制振試験体は，動的解析の結果，Y 方向 2 層で 1/80rad 程度，X 方向 2 層で約 1/30rad
となることが想定された． 
・試験体の固有値解析による固有周期は，X 方向 0.74 秒，Y 方向 0.79 秒で，概ね 0.05H（H：
建物高さ 15.8m）と比較的柔らかい鋼構造骨組とした．また，鋼材ダンパー付き試験体
では，それぞれ 0.53 秒，0.56 秒となり，概ね架構とダンパーの水平剛性の寄与はおよそ
1:1 であった． 
・実験での加震方法は，ダンパー付き試験体ごとに 1 日目は鷹取波 15%，25%，40%，50%，
2 日目はステップ波，ホワイトノイズの後鷹取波 50%，70%，84%，100%を入力し，そ
の後建物 X, Y 方向に分けたホワイトノイズ入力とした．非制振試験体は，1 日目は鷹取








500Hz を基本とし，実験結果の検討には，9 点移動平均処理を行い 100Hz 刻みで抽出し
たデータを使用した． 
・各ダンパー付き試験体の実験結果における最大層間変形角は，鷹取波 100%加振におい
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第 3 章 振動台実験に基づく実大 5 層制振鋼構造建物の振動特性の同定 
 
3.1 はじめに 



















 入力に用いたホワイトノイズは，X 方向，Y 方向別々に設定した．図 3.1 に入力として
用いたホワイトノイズについて，最大加速度を 100gal としたときの時刻歴波形を示す．継
続時間は 250 秒であり，図 3.2 のフーリエスペクトルに示される通り，周波数成分は 0.2Hz
～35Hz の範囲で考慮した．ホワイトノイズ加振による試験体の応答変形レベルを統一する
ために，ダンパーを有する試験体に対しては RMS60gal，最大加速度 250gal の強さとし，




























  (3.1) 
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台加速度と第 i 階の応答加速度のクロススペクトル，Xi は各階床応答加速度時刻歴のフー
リエ変換， iX は Xiの共役複素数，F は震動台加速度のフーリエ変換である． 
次に，各次の減衰定数とモード形状は，伝達関数を最小自乗法によりカーブフィッティ 
ングすることにより同定する．カーブフィッティングする際には，まず j 次の減衰定数 hj
の初期値を(3.2)式により求める． 
 
jOjLjRjh  /  (j=1～5) (3.2) 







図 3.3 伝達関数の実部と虚部 
 
図 3.4～3.8 に各試験体の加振前，鷹取波 50%加振後，鷹取波 100%後（非制振試験体は
鷹取波 70%後）のホワイトノイズ加振に対するシステム同定結果を示す．図 3.4 には，鋼
材ダンパー付き試験体の場合の X 方向，Y 方向のモード形状を示す．図から分かる通り，
鋼材ダンパーの試験体の X 方向と Y 方向のモード形状はほぼ等しい．図 3.5，図 3.6 は， 鷹
取波加振前後における試験体の固有振動数の変化を，ダンパーごとに図示したものである．
鋼材ダンパーの場合は，固有振動数が加振レベルを上げるごとに小さくなり，100%加振後
では初期に比べ約 8%程度小さくなっているのに対して，他の 3 種類のダンパーでは加振 






































































図 3.5 固有振動数の変化(X 方向) (a) 鋼材ダンパー付き試験体，(b) 粘性ダンパー付き試



































































































































真 3.1 に示すように，幅 0.1mm 以下程度と軽微ではあるが床スラブにひび割れが生じ，ま
た外壁や間仕切り壁等の非構造材がなじむことによって，加振ごとに試験体が柔らかくな
ったためである．この現象については，3.5 節で詳述する． 


























図 3.6 固有振動数の変化(Y 方向) (a) 鋼材ダンパー付き試験体，(b) 粘性ダンパー付き試









































































































































写真 3.1 鋼材ダンパー付き試験体実験後の試験体状況 (a) 2F 床クラック，(b) ALC 下部




















図 3.7 減衰定数の変化(X 方向) (a) 鋼材ダンパー付き試験体，(b) 粘性ダンパー付き試験
















































































































































図 3.8 減衰定数の変化(Y 方向) (a) 鋼材ダンパー付き試験体，(b) 粘性ダンパー付き試験
体， (c) オイルダンパー付き試験体，(d) 粘弾性ダンパー付き試験体，(e) 非制振試験体 
 
減衰定数が 1 次モードで約 20%程度と最も大きい．いずれのダンパーも，1 次モードの減衰
定数は，加振前に比べて 100%加振後では 10%程度小さくなっている． 
MAC （The modal assurance criterion）3.4) を用いて試験体の損傷によるモード形状の変化
を評価した．MAC は 1 に近い程モード形状に変化がないことを示す．鋼材ダンパー100%加






















































































































伝達関数 Giを用いてシステム同定を行う．図 3.9 に示す通り， iX
 を第 i 階の応答加速度， 
gX
 を震動台の応答加速度， g
















  (i=1～5) (3.3) 





















H  (3.4) 
 X 方向について，鷹取波加振前のホワイトノイズ波加振に基づいて同定したモード形状
を用いて有効質量を算定した結果を表 3.1 に示す．全ての試験体において，1 次の有効質量
は 80%以上を占めていることから，本研究では，(3.3)式による震動台の影響は 1 次につい
てのみ行うこととする． 
図 3.10 に，各試験体の鷹取波 100%加振後のホワイトノイズに対して，(3.3)式の伝達関
数を用いて，3 種ダンパー付き試験体及び非制振試験体について同定した結果を示す．非
制振試験体について，1 次から 5 次モードまでの減衰定数は約 0.01 程度である．ダンパー






非制振試験体は 3 種ダンパー付きと若干異なっている． 
 震動台の回転を考慮した場合について，考慮しない場合に比べると，1 次固有振動数は
粘性，オイル，粘弾性，非制振についてそれぞれ 1.07 倍，1.09 倍，1.09 倍，1.04 倍といず




表 3.1 同定したモードベクトルに基づく有効質量（X 方向） 
 粘性 オイル 粘弾性 非制振 
1 次 0.869 0.822 0.854 0.861 
2 次 0.105 0.088 0.078 0.094 
3 次 0.027 0.037 0.023 0.018 
 
表 3.2 同定したモードベクトルに基づく有効質量（Y 方向） 
 粘性 オイル 粘弾性 非制振 
1 次 0.863 0.839 0.851 0.863 
2 次 0.097 0.075 0.078 0.088 



































図 3.10 鷹取波 100%加振後のホワイトノイズ加振に対するシステム同定結果（X 方向） 
 



















)(  (3.4) 
)()( jtytyq j 
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ここで I は単位行列である．F の固有値をi，F の固有ベクトルを liとして，以下の(3.11)，
固有振動数 
(Hz)
1.77 5.44 9.84 15.14 19.07
減衰定数
オイル: 1.76 5.65 10.83 15.88 20.28
粘弾性: 1.75 5.30 10.11 16.60 20.33
非制振: 1.48 4.60 8.59 13.21 17.61
0.055 0.030 0.024 0.023 0.023
0.181 0.090 0.063 0.058 0.039
0.098 0.092 0.084 0.056 0.059













2.10 5.77 10.56 16.42 20.42鋼材:









)log( ii    
(3.9) 
2* 1, iiiiii hh    
(3.10) 
*
iii    
(3.11) 
iiih  /)Re(  
(3.12) 




































MnM q   
(3.14) 
 
図 3.11 は ARX による同定結果を示したものであり，合わせて FRF カーブフィッティン
グ法による結果を示す．後者による方法では，特に高振動数においてノイズが大きくなっ
ており，周波数領域での同定が困難であることが分かる． 
図 3.12，図 3.13 は，速度依存の 3 種ダンパー付き試験体の鷹取波 15%～100%加振，及
び非制振試験体の鷹取波 20%から 70%加振の実験結果から同定した 1 次及び 2 次の固有振
動数と減衰定数である．対象加振における屋上の最大応答加速度は，3 種ダンパー付き試
験体では，X 方向で 1.62～10.3m/s2，Y 方向で 2.01～13.2m/s2となっており，非制振試験体
では X 方向で 4.41～13.4m/s2，Y 方向 2.99～12.7m/s2となっていた．対象加振における最大
層間変形角は，3 種ダンパー付き試験体では，X 方向で 0.001(1/1000)～0.0068(1/147)，Y 方
向で 0.0010(1/1000)～0.0088(1/114)であり、非制振試験体では，X 方向で 0.0035(1/285)～











図 3.11 ARX モデルの同定結果（非制振試験体，鷹取波 40%，短辺方向） 
  









1 次及び 2 次までが同定可能な範囲となる． 






































    
        (a)                  (b) 
 
     
        (c)                  (d) 
図 3.12 鷹取波加振から求めた固有振動数及び減衰定数(X 方向) (a) 粘性ダンパー付き試
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        (a)                  (b) 
 
     
 
        (c)                  (d) 
図 3.13 鷹取波加振から求めた固有振動数及び減衰定数(Y 方向) (a) 粘性ダンパー付き試
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図 3.14 起振機の加振に対する屋上応答の伝達関数（X 方向） 
  
 
図 3.15 自由振動時の屋上の応答加速度時刻歴波形（非制振試験体 X 方向） 
 
抗力と内在する気泡によるオイルの圧縮剛性の低下による影響によるためである 3.7)．ここ
で，常時微動の場合を考えると，最上部の応答加速度は，0.001gal から 0.1gal であり，起
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X,Y 各方向について加振毎の架構剛性 Kfの変遷を図 3.17 に示す．架構剛性は，柱のせん
断力の和と層間変位の荷重変形関係から最小自乗法により求めた．いずれの層でも，鋼材
ダンパー付き試験体での鷹取波 40％加振時，同 100％加振時にはそれぞれ初期の約 85％，
約 75％と顕著に低下する．しかし，その後の粘性ダンパー付き試験体以降では，目立った






本実験の ALC パネルは縦貼りロッキング工法であり，図 3.18 に示すように，一方がピ
ン支持となる自重受け，他方がピンローラー支持となるイナズマプレートで取り付けられ
ている．これらの支持点が床スラブと同一の変形をすると仮定すれば，各層床スラブ間の
相対変位を上下の支持点間距離で除した値が ALC の回転角となる 3.9)．ALC の回転角（計
測位置は図 3.19 に示す）と層間変形角の関係を図 3.20 に示す．実線は実験結果，破線は
ALC が層間変形に完全に追従したと仮定した場合である．実験結果の方が若干小さな傾き
となっているが，ALC の回転は層間変形によく対応している．また図 3.19 で示した位置で
3 階床梁下フランジに取り付けられている ALC ブラット 1 本のせん断力 Qbrと 2 層層間変































































図 3.17 試験体の架構剛性 (a) X 方向，(b) Y 方向．図中の“%”は鷹取波の加振レベル
を示す．“ステップ”は，1 次固有振動数に合わせた正弦波 3 波の加振を示す． 
 
装材，鉄骨階段などの非構造材があり，非構造材が負担しているせん断力 Qnsを Q と Qs
の差として考える 3.9)．X1 構面と X3 構面，Y1 構面と Y3 構面の ALC 支持金物が，それぞ
れ全て同じせん断力 Qbrを負担すると仮定し，X, Y 各方向における全ての ALC 支持金物の
せん断力和 QALCと 2 層の Qnsの関係を図 3.22 に示す．Y 方向では ALC 以外にはカーテン
ウォ－ルが取り付けられているが力を負担しないと考えると Qnsと QALCは概ね一致してお





100%加振後のステップ波加振に注目すると，鷹取波 40%後で 20%程度，鷹取波 100%後で


























































































































































































































































































5層 4層 3層 2層 1層
鋼材 粘性 オイル 粘弾性 非制振 
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図 3.22 QALCと Qnsの比較 図 3.20 ALC 回転角と 
層間変形角の関係  
図 3.21  Qbrと層間







































































































































図 3.23 非構造部材剛性 Knsの変化と層間変形角 (a) X 方向，(b) Y 方向．図中の“%”は


























































































































































































































































































5層 4層 3層 2層 1層
鋼材 粘性 オイル 粘弾性 非制振 



















































びオイルダンパー付き試験体の鷹取波 100%加振における 2層 Y方向の ALC負担せん断力











     (a) (b) 









     (a) (b) 
図 3.25 2 層 Y 方向せん断力－層間変形関係（オイルダンパー付き試験体 100%加振）
(a)ALC 負担分，(b)層全体 
 
3.7 第 3章のまとめ 
実大 5 層制振鋼構造建物の震動台実験結果に対して，構造体のシステム同定，架構剛性
と非構造剛性の変化の検討，及び ALC の動特性に関する検討を行い，以下の知見を得た． 
・各試験体の加振前，鷹取波 50%加振後，鷹取波 100%後（非制振試験体は鷹取波 70%後）
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ると，1 次固有振動数は粘性，オイル，粘弾性，非制振についてそれぞれ 1.07 倍，1.09
倍，1.09 倍，1.04 倍といずれの場合も大きくなり， 1 次減衰定数は，それぞれ 0.69 倍，









験体で最大 0.18であり，非制振試験体の 0.01程度に比べて 10倍以上大きな値であった． 



















100%加振における 2 層 Y 方向の ALC 負担せん断力と層せん断力の層間変形との関係か
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数である剛性行列 K と j 層の等価減衰係数 cjを，既知である変位ベクトル x ，速度ベクト
ル x ，加速度ベクトル x ，質量行列 M から最小自乗法により求めるものである．以下，剛
性行列をせん断モデルとした場合を手法 I，曲げせん断モデルとした場合を手法 IIとする． 
各層を 1 質点としたときの運動方程式は(4.1)式となる． 
0)}{( 0  KxxCxIxM    (4.1) 





















   (4.2a) 
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2 2 3 3
3 3 4 4
4 3 4 5
5 5
c c c
c c c c
c c c c




   
   
 
   
  
   (4.2b)  
4.2.1 手法 I－せん断モデルの場合 


































    (4.3) 
(4.1)式の両辺に左から変換行列 T の転置行列 TTを左から乗じ，x，x を層間変位，層間変
位速度である x ， x
~ を用いて x Tx , x Tx  と表し(4.5)式を得る．変換行列 T は，基礎
からの相対変位を層間変位に置換する行列である． 
1 0 0 0 0
1 1 0 0 0
1 1 1 0 0
1 1 1 1 0


































  (4.4a, 4.4b)
 
0( { } )
T T TT M x I x T KTx T CTx     (4.5) 
ここで， TK T KT , TC T CT とするとK , C は対角行列となり次式となる． 
0( { } )
TT M x I x Kx Cx      (4.6a) 
1 0 1 11 1 1
5 5 0 5 5 5 5
1 1 1 0 0 0 0 0 0
0 1 0 0 0 0 0 0
0 0 1 0 0 0 0 0 0
x x x xm k c
m x x k x c x
          
          
             





4.2.2 手法 II－曲げせん断モデルの場合 
 建物を曲げせん断モデルとした場合，剛性行列K は，三重対角行列ではなくフルマトリ
クスとなる． 
11 12 13 14 15
21 22 23 24 25
31 32 33 34 35
41 42 43 44 45
51 52 53 54 55
k k k k k
k k k k k
K k k k k k
k k k k k
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(a) せん断バネモデル     (b) 平面骨組モデル 





は表 4.1 に示す値とする． 
 
表 4.1 せん断バネモデルの質量と減衰係数 
 
1 層 2 層 3 層 4 層 5 層 
質量 [t] 84.1  82.2 81.7  79.9  145.5  
減衰係数 [kN•s/mm] 4.5 3.5 3.5 2.0 0 
 
表 4.2 せん断バネモデルの固有振動数 
 
1 次 2 次 3 次 4 次 5 次 
固有振動数 [Hz] 1.8  5.0  8.3  10.9  13.2  
 
 平面骨組モデルは，5 層試験体と同じ質量とし，スパンと高さを試験体の短辺方向(X 方
向)に合わせ 5m，15.8m とする．各層の水平剛性は，試験体と同等になるように柱・梁の
断面を表 4.3 のように決定し，柱脚は固定とし，減衰係数は，せん断バネモデルと同等の
量を 1 層から 4 層に配置する．平面骨組モデルの固有振動数は表 4.5 に示す通りであり，
入力地震動は，実験で用いた図 2.10 に示す鷹取波 X 方向とする． 
 
表 4.3 平面骨組モデルの柱梁断面 


























表 4.4 平面骨組モデルの質量と減衰係数 
 
1 層 2 層 3 層 4 層 5 層 
質量 [t] 84.1  82.2 81.7  79.9  145.5  
減衰係数 [kN•s/mm] 4.5 3.5 3.5 2.0 0 
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表 4.5 平面骨組モデルの固有振動数 
 
1 次 2 次 3 次 4 次 5 次 
固有振動数 [Hz] 1.7  6.8  15.9  27.5  37.6  
 
4.3.2 せん断バネモデルの解析結果に対する同定 
 せん断バネモデルの解析結果に手法 I と手法 II を適用した結果の剛性行列と各層の等価
減衰係数を表 4.6 に示す．解析モデルがせん断バネモデルであるため，せん断バネモデル
を前提とした手法 I は正確に剛性行列と減衰係数を同定できている．一方，手法 II の結果
もほぼ正確に剛性行列と減衰係数を同定している． 
 
表 4.6 せん断バネモデル解析の同定結果 
 





   
3.8 -1.7    3.8  -1.7  -0.01  0.01  0.00  
-1.7 3.2 -1.5 
  
-1.7 3.2 -1.5   -1.7  3.2  -1.5  -0.01  0.00  
 
-1.5 2.7 -1.2 
 
 -1.5 2.7 -1.2  -0.01  -1.5  2.7  -1.2  0.00  
  
-1.2 2.3 -1.1   -1.2 2.3 -1.1 0.01  -0.01  -1.2  2.3  -1.1  
   




1 層 2 層 3 層 4 層 5 層 1 層 2 層 3 層 4 層 5 層 1 層 2 層 3 層 4 層 5 層 


































































































(a) 手法 I（せん断バネモデル），(b) 手法 II（曲げせん断モデル） 
 
4.3.3 平面骨組モデルの解析結果に対する同定 
 平面骨組モデルの解析結果に手法 I と手法 II を適用した結果について，得られた剛性行
列と各層の等価減衰係数を表 4.7 に示す．平面骨組モデルの剛性行列は，それぞれの層に
単位荷重を作用させ弾性解析を実施して得られる層間変位行列の逆行列として求めたもの
である．表 4.7 に示す通り，手法 I によって同定された剛性行列と等価減衰係数は，解析
モデルと全く異なるものとなっている．一方で，手法 II により同定された剛性行列と等価
減衰係数は，手法 I とは異なり解析モデルにほぼ近い値が得られている．これは，平面骨
組モデルの解析結果に曲げ変形が含まれているため，曲げ変形を無視した手法 I では適切 
に同定できないことを示している． 
 
表 4.7 平面骨組モデル解析の同定結果 
 




24  -13  2.0  1.8  -0.8  5.5  -1.7     19  -8.7  1.0  0.2  0.1  
-13  20  -13  3.9  0.4  -1.7  2.9  -1.2    -8.7  14  -9.8  3.3  -0.5  
2.0  -13  21  -15  4.0   -1.2  2.2  -1.0   1.0  -9.8  17  -12  3.1  
1.8  3.9  -15  18  -7.2    -1.0  1.7  -0.8  0.2  3.3  -12  14  -5.9  




1 次 2 次 3 次 4 次 5 次 1 次 2 次 3 次 4 次 5 次 1 次 2 次 3 次 4 次 5 次 

















に示す通り，手法 II では解析結果と同定結果共に線形の関係でよく一致している． 
以上から，曲げ変形を含むモデルに対しては，せん断バネを設定した手法 I では同定す

























































図 4.3 平面骨組モデル解析の結果：各層の減衰力と層間変位速度の関係(a) 手法 I（せん


























































図 4.4 手法 II による実験結果の同定フロー 
 
4.4.2 層の等価減衰係数 
 手法 II を用いて，粘性ダンパー試験体・オイルダンパー試験体・粘弾性ダンパー試験体
について，鷹取波加振前のホワイトノイズ加振，鷹取波 15%，40%，70%，100％の実験結










い，同定した値の検証を行う．図 4.11 にオイルダンパー試験体について，鷹取波 100%加








TakatoriLeast square method 
White noise
0( { } ) 0M x I x Kx Cx   
x x x
      Equivalent
   Story Damping






   
(a)  (b)  
図 4.5 粘性ダンパー試験体の各層の等価減衰係数 (a)X 方向，(b)Y 方向 
  
(a)  (b)  
図 4.6 オイルダンパー試験体の各層の等価減衰係数 (a)X 方向，(b)Y 方向 
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等価減衰係数 [kN•s/mm] 1 層 2 層 3 層 4 層 5 層 
粘性ダンパー 
ホワイトノイズ加振 4.24 5.53 0.60 2.32 0.78 
鷹取波 15% 3.50 3.43 2.44 1.90 0.39 
鷹取波 40% 4.31 4.43 3.25 2.61 0.30 
鷹取波 70% 5.08 5.46 3.63 2.91 0.25 
鷹取波 100% 5.83 6.49 4.14 3.48 0.33 
オイルダンパー 
ホワイトノイズ加振 7.72 9.57 1.24 3.03 0.90 
鷹取波 15% 9.61 7.66 5.33 2.79 0.18 
鷹取波 40% 10.1 7.47 5.08 2.79 0.10 
鷹取波 70% 10.4 7.56 5.17 2.87 0.10 
鷹取波 100% 10.9 7.76 5.37 3.14 0.21 
粘弾性ダンパー 
ホワイトノイズ加振 5.43 8.69 1.56 3.18 1.00 
鷹取波 15% 4.00 4.48 3.01 2.49 0.35 
鷹取波 40% 3.60 4.03 2.62 2.34 0.20 
鷹取波 70% 3.52 4.00 2.66 2.33 0.23 
鷹取波 100% 3.75 4.27 2.95 2.67 0.37 
76 
 







































































































































図 4.11 同定値を用いた解析結果と実験結果（オイルダンパー鷹取波 100%X 方向）(a) 1





































































数，ドットは時間微分，K はダンパーの付加系の軸剛性でダンパーの剛性 Kd とブレースの
剛性Kbの直列和からなる．は粘性部分の指数であり，本実験の粘性ダンパーでは＝0.38，
オイルダンパーでは=1.0 である．実験結果のダンパー軸力と軸変形を用いて，K と Cd



























  (4.10) 
ここで，ED は粘性ダンパーが 1 ループで消費するエネルギーであり，ループ内の面積に

















































図 4.13 調和外力下における粘性ダンパーの履歴ループ 
ED は次式で算定される． 




E F t u t dt











0    (4.12) 



































































ここでは X 方向 1 層の粘性ダンパーを例として取り上げる．解析モデルでは，粘性係











は，それぞれ 91 kN/mm と 87 kN/(m/s)αである．調和外力の振幅を 400kN と仮定し，等価
減衰定数はを変数として(4.15)式により評価される．図 4.14(a)に，振動数と等価減衰定数
の関係を示す．振動数が大きくなるにつれて等価減衰定数が大きく減少する傾向が示され
ている．1 次から 5 次までの固有振動数における等価減衰定数も示され，5 次の値は 1 次の
0.093 倍となっている． 
一方で，調和外力の振動数を試験体の 1 次固有振動数である f1=1.77 Hz と固定し，等



























図 4.15 は，周波数を変数として(4.16)式により算定される，X 方向 1 層に配置されたオ
イルダンパーの等価減衰定数を示す．ここで用いた K と Cd は 50%鷹取波加振のダンパー
の軸力と変形から同定された値を用いている．図 4.15 は周波数が大きくなるに従い，等価
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歪エネルギー，Es0i,k は第 k 番目の骨組要素の歪エネルギー，N は骨組要素数，Esd0i,j は第
j 番目のダンパーの最大歪エネルギー，そして，eqi,j は第 j 番目のダンパーの等価減衰定数
を示す． 
















































ここで，K は試験体の剛性行列，iは第 i 次の固有円振動数を示す． 
第 j ダンパーの最大軸変形は次式で算定される． 
 jijiu ,,0    (4.19) 
ここで，
,i j  は，第 i 次正規化モード形状における第 j ダンパーの軸方向変形を示す． 
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 (4.20) 
ここで Fi,j(t)は， 第 j ダンパーの軸力，Kj と Cd,j は第 j ダンパーの付加系の軸剛性と減衰
係数である．(4.20)式を 4 次ルンゲクッタ法 4.1)により解を得る． 
1 サイクルのダンパーの挙動における最大歪エネルギーと等価減衰定数は，1 サイクル
における Fi,j(t) のピークを F0i,j を用いて，それぞれ(4.12)式と(4.15)式により算定される．
すべてのダンパーの減衰定数の和を取ることにより，試験体全体の付加減衰を(4.17)式によ
り評価できる．第 i 次モードのダンパー付き鋼骨組全体の減衰定数は，次式で算定される． 
 
















図 4.16(b) は，全ての層の RMS 振幅をホワイトノイズ加振における値と設定して評価
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図 4.17 オイルダンパー付き試験体の減衰定数 
 














































4.2) J. M. Roesset, R. V. Whitman, R. Dobry, ”Modal analysis for structures with foundation 
interaction”, Journal of Structural Division (ASCE), 99(ST3), pp.399-416, 1973. 
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する企画 5.4)が実施され，2006年にも 7層 RC造骨組の弾塑性地震応答の振動台実験結果を
予測する企画 5.5)が行われた．また，2005 年には，スイスにおいてコンクリートスラブの



















施工された実大 4 層鉄骨造建物を，防災科研の実大 3 次元震動破壊実験施設（E-ディフェ
ンス）を用いて動的に崩壊させた実験である 5.16), 5.17)．試験体は，写真 5.1 に示すような，
1×2スパンの 4層鉄骨造ラーメン構造であり，階高などは図 5.1に示すとおりである．柱
は BCR295を用いた 300mm角の FBランクの角形鋼管，梁は SN400Bを用いた 350×175～
400×200シリーズの FAランクの H形鋼，柱脚は露出柱脚タイプとしている．床スラブは，
2～4階床を山高さ 75mmの上に等厚部 100mmを持つ合成スラブと，R階床では 150mmの
等厚スラブとし，いずれも梁とスタッドボルトで結合させている．さらに，本試験体には，











であり，超高層建物の設計におけるレベル 1，レベル 2 に相当する．試験体は，20%加振
までは弾性であり，40%加振で 2階パネルと 1層柱の塑性化を伴う 1，2層のパネル崩壊型
のメカニズムを形成し始める．60%加振でさらに 1，2層の部材の塑性化が進み，パネル崩
壊型からパネル・梁複合崩壊型のメカニズムへと徐々に移行しつつあり 5.17)，100%加振で
























(b) A,B通り軸組図 (c) X方向軸組
















































れぞれ 1 体ずつ図 5.3 に示す強度試験結果が配布された．各階とも設計基準対する倍率の
方が，柱材の強度の基準強度に対する倍率より高い傾向が見られた．また，床スラブに用





















図 5.3 コンクリート強度試験結果 


















































































































• 全体の変形と塑性化状況を説明するための図，相対変位の時刻歴．  
iii 解析プログラムに対する全ての入力データ 















,, )(   (5.1) 
ここで，
jkF , は数値解析による第 j 層（階）の第 k 応答量，
*
, jkF は実験による第 j 層（階）
の第 k応答量である．各項目の順位点 bkを， kE の小さい方から 1位 8点，2位 5点，3位
3点，4位 1点とし，合計点を(5.2)式で計算する．カリフォルニア大学では 1位から 4位に














解析実行者数は，合計：47 （立体解析（以下，3D）: 30,  平面解析（以下，2D）: 17），














































































































































































































































































































Δt ≤ 0.001 
0.001 < Δt ≤ 0.01 
0.01 < Δt ≤ 0.02 
























































































点は，企画のルールで採用した 1位から 4位まで 8, 5, 3, 1点より細かくし，1位から 8位
まで 10, 8, 6, 5, 4, 3, 2, 1 とした．その結果，2Dと 3Dの比較では，上位 10チームの内訳は，
3Dが 1, 2, 5, 6, 7, 10位，2Dが 3, 4, 8, 9位となり，前述の評価方法を用いると 3Dが 27点，
98 
2Dが 12点となる．これを解析実行者数で割ると，3Dが 0.900点, 2Dが 0.706点となる．
このように，1位と 2位が 3Dであることから，若干 3Dの精度が高い傾向が見られるもの
の，CPU 時間から推測されるモデル作成の労力と計算量の差程の精度の差は見られない．


















































































































































































したバイリニアであり，降伏後の 2次勾配は初期剛性の 1%とする． 
・ コンクリートの構成則は，図 5.6 に示すように最大強度点（fu）とそのひずみ（ε0），
および破壊点の強度（fpu)とそのひずみ（u）を定義するモデル化方法とする． 
・ 柱，梁はファイバー要素によりモデル化する．柱は１辺を幅方 
向に 10 分割し，梁フランジは幅方向 10 分割，板厚方向 2 分割とし，梁ウェブはせい
方向 10分割，板厚方向 2分割とする． 
・ 予備解析結果 5.20)および実験結果 5.19)から，1 層柱の局部座屈により試験体が倒壊する
ことが明らかとなっており，1層柱のモデル化が解析精度に及ぼす影響が大きいことを
考慮して，1 層のみ上下端の要素を細かく分割し，長さが 150mm,150mm, 2700mm, 
150mm, 150mである 5要素とし，2～4層は上下端を 300mmとする 3要素とする． 
・ 接合部パネルは，梁心と柱心の交点の節点から，梁心および柱心上に沿うフェースま
での短い線材でモデル化する． 




・ 減衰タイプは，優秀 12チームの半数の 6チームが採用したレイリー減衰とし，減衰定
数については，1 層の層間変形角の時刻歴が実験結果 5.16)に近くなるように h1=h4=0.06
とする．ここで，hiは i 次モードの減衰であり，1 次，2 次および 3 次は，それぞれ X
方向並進，Y方向並進，およびねじれ最低次モードに，4次，5次，および 6次はそれ
ぞれの 2次モードに対応する．その結果，6次までの減衰定数は，h2=0.0584, h3=0.0561, 
h5=0.0615, h6=0.0646である． 





































大率 が 1.0，1.2，1.5，1.9 となるように，合成梁の断面をパラメトリックに変更して解










 (a) X方向  (b) Y方向 
図 5.8 1層層間変形角時刻歴グラフ（鷹取 60%加振） 
 
表 5.3 参照モデルと実験結果との 1層最大層間変形角の比較 
































表 5.4 参照モデルと実験結果との 1層最大層せん断力の比較 













































































































































表 5.5 合成梁の剛性の違いによる 1層最大層間変形角 




















































表 5.6 合成梁の剛性の違いによる 1層最大層せん断力 
























































予想される．そこで，X方向と Y方向の最低次モードの減衰定数 h1，h4について，h1 = h4 
= 0.02，0.03，0.04，0.05のようにパラメトリックに変更して解析を行った．ここで，参照
モデルは h1=h4=0.06である．図 5.10の層間変形角の時刻歴から，減衰定数の違いは，振幅 
 
表 5.7 減衰定数の違いによる 1層最大層間変形角 

































































表 5.8 減衰定数の違いによる 1層最大層せん断力 













































































































































表 5.9 柱脚のモデル化の違いによる 1層最大層間変形角 

































表 5.10 柱脚のモデル化の違いによる 1層最大層せん断力 




















































とし Ibarra-Krawinklerモデル 5.30), 5.31), 5.32)に基づく劣化要素とした．この劣化要素は，耐力














(a)□-300×9 45°方向載荷 (b)H-400×200×8×13合成梁 


































秒であったのに対して，本 2D 解析では 180 秒であり，より短時間にほぼ同等の精度の解
析を実施することができた． 
図 5.13 は鷹取波 100%における，1 層の層せん断力と層間変形角関係について実験結果
と 2つの解析結果を重ねて示したものである．層せん断力 Vは，加速度データに質量を乗
じて算定し，全体重量 W に対する比で表している．解析は，修正 Ibarra―Krawinkler モデ
ルを用いた劣化要素を考慮した「劣化ありモデル」と考慮していない「劣化なしモデル」








































表 5.11 原設計と代替案の 1層柱断面 
ケース 原設計 ケース 1 ケース 2 ケース 3 
1層柱断面 □-300×9 □-300×12 □-350×9 □-350×12 
1層柱重量 
（原設計 1.0） 
1.00 1.33 1.16 1.54 
幅厚比 33.3 25.0 38.9 29.2 
柱脚Mp比 
（原設計 1.0） 
1.0 1.3 1.4 1.8 
柱脚p比 
（原設計 1.0） 
1.0 1.3 0.85 1.01 




























図 5.14 軸力比 0.2における露出柱脚の曲げモーメント回転角関係の例 
 
5.5.4 4層鋼構造骨組代替案の崩壊耐力 
図 5.15 は，鷹取波 100%加振における 1 層最大層間変形角について，ケース 1 からケー










解析を行う．ケース 1（□-300×12）では，図 5.16に示すように鷹取波 140%で 1層が崩壊 
 
 
図 5.15 鷹取波 100%における 1層最大層間変形角 
110 
した．ケース 4 のアンカーボルト耐力を調整した場合も同様に鷹取波 135%で 1 層崩壊を
生じた．双方のケースともに，原設計に比べて崩壊耐力は向上したが，依然として崩壊形
は 1層崩壊であった．1層柱の耐力を向上させたケース 2（□-350×9）は，鷹取波 160%で
崩壊した． 

















図 5.16 鷹取波 140%加振における
ケース１の 1層層間変形角の時刻歴 
図 5.17 鷹取波 200%加振における
ケース 2 と 1 層の柱のみ耐力増大さ
せた場合の 1層層間変形角の時刻歴 
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小さい．時間刻みは 0.001秒から 0.01秒程度で精度のよい解析が可能である． 






















・ 1 層柱を□-300×12 としたケース 2，□-350×9 としたケース 3 の 2 階の柱梁耐力
比はそれぞれ 1.62，1.73 であった．動的増分解析の結果，それぞれ鷹取波 140%，
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ホワイトノイズ加振で 1/800～1200，鷹取波で 1/1100～1/110 程度であり，設計クライテ



















験体では，層間変形角が 1/110 程度の鷹取波 100%加振後では，固有振動数が約 8%低減す
ることが分かった．得られた減衰定数が，弾性加振の鋼材ダンパー付き試験体において，
























100%加振における 2 層 Y 方向の ALC 負担せん断力と層せん断力の層間変形との関係か



































結果，合成梁の曲げ剛性が 1.9 倍異なると，1 層最大層間変形角は実験結果の 0.78 倍から
2.17 倍と大きな影響があること，鷹取波 60%加振においては，減衰定数を通常設定する
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